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[今月の予定] 
・9月6。7日…………人事コンサルタント養成講座 

・9月14日……………ＮＣＫ(年金研修会） 

・9月27日……………第４回業務基礎研修 
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中小企業雇用安定化奨励金のご案内 

○この奨励金は、中小事業主が、契約社 

 員やパートタイマーなどの期間を定めて 

 雇用している従業員を、新たに正社員と 

 して転換する制度を就業規則などに定 

 めて、実際に正社員に転換させた場合 

 に支給されます。 

○平成20年4月1日から開始されていま  

 す。 

○支給対象事業主 

 ①中小事業主であること 

 ②雇用保険の適用事業主であること 

 ③新たに有期契約労働者を通常の労 

  働者（正社員）に転換させる制度を労  

  働協約または就業規則に定め、か 

  つ、その制度に基づいて１人以上を   

  通常の労働者に転換させた事業主で 

  あること 

 ④転換制度を公正かつ適正に実施して  

  いること 

○支給額 

 ①転換制度導入事業主 

  新たに転換制度を導入し、かつ、この 

  制度を利用して、直接雇用する有期  

  契約労働者を１人以上通常の労働者 

  として転換させた場合 

   一事業主について35万円 

 ②転換促進事業主 

  転換制度を導入した日から3年以内 

  に、直接雇用する有期契約労働者を3 
  人以上通常の労働者として転換させ 

現在、国（社会保険庁）が運営してい

る政府管掌健康保険は、平成20年10月

1日に設立される非公務員型の法人

「全国健康保険協会」が運営すること

になりました。都道府県ごとに支部を

設け、地域の身近な保険者として、生

活習慣病の予防など地域の実情に応じ

た事業を展開していきます。 

社会保険庁は今後廃止され、非公務員

型の2つの新法人が設立されます。 

上に挙げた「全国健康保険協会」の外

に、平成22年1月公的年金の運営業務

を担う｢日本年金機構」が設立されま

す。 

新法人設立後は 

・公的年金の財政責任・運営責任は厚  

 生労働本省 

・保険医療機関の指導監督は地方厚生 

 局 

・悪質な滞納者の強制徴収は国税庁へ  

 委任可能 

となります。 

健康保険への加入や保険料納付の手続

きについては、従来同様社会保険事務

所において会社を通じて厚生年金保険

の手続と併せて行いますが、その他の

事業、事務（被保険者自身が請求手続

をする事務等）は都道府県に新しく設

置される協会けんぽの支部で行いま

す。健康保険証も変更が決まっていて

10月1日以降に新たに発行手続がなさ

れたものは協会から新たな被保険者証

が発行され、従来からの加入者は、順

次新たな被保険者証に切り替えられま

す。保険給付の内容や被保険者取得、

被扶養者の基準等に変更はありませ

ん。 

協会設立時の(平成20年10月）の健康

保険の保険料率は、9月30日までの政

府管掌健康保険の保険料率である

8.2％がそのまま適用されることに

なっています。 

なを、協会設立後1年以内に都道府県

ごとの医療費を反映した保険料を設定

することとなっています。今後はと堂

宇府県ごとに保険料が異なることにな

ります。 

  た場合 

   対象労働者1人について10万円 

   (１人目から、10人を限度として支給  

    ます） 

※詳細お問合せは弊所へ連絡ください。 
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製造派遣の「2009年問題」とは？ 

人を育てる人事制度導入と賃金制度の見直し

をご検討ください。お問合せは当事務所へ！ 

 2004年の労働者派遣法改正において、

それまで認められていなかった製造業へ

の労働者派遣（製造派遣）が「１年間」

に限って解禁され、2007年にはこれが最

長「3年間」に延長されました。2007年3

月の時点で契約１年以内であった労働者

派遣については、手続きを踏むことより

契約期間を2年間延長することができる

ようになりました。 
「2009年問題」とは、2006年3月1日以

降に締結された派遣契約が2009年３月１

日以降に契約期間の上限を迎え、その際

に企業はどのように対応するかという問

題です。 

もっとも、2006年夏の“偽装請負騒

動”以降に請負から労働者派遣に切り替

えた企業も多いため、派遣社員の契約期

間の上限到達が本格化するのは2009年秋

以降だとも言われています。 

◆企業はどのように対応するか？ 

労働者派遣法においては、契約期間が

３年間を超えた場合に再度派遣契約を締

結する際には、３カ月間以上期間を空け

なければいけないとされています。そこ

で、派遣先企業の対応の選択肢として

は、（１）派遣から請負に切り替える、

（２）派遣から直接雇用に切り替える、

ことが考えられています。 

（１）の請負への切替えについて

は、業務内容を検討しながら、「区分

基準」（昭和61年労働省告示第37号）

で示されている条件等をクリアしてい

く必要があります。その際には厚生労

働省から発表されている「製造業の請

負事業の適正化及び雇用管理の改善に

関する研究会報告書」（2007年6月29

日）にあるチェックシートが参考にな

ると思われます。（２）の直接雇用へ

の切替えについては、人件費の増加な

どが特に中小企業を悩ます問題となり

ます。 

いずれにしても、派遣先企業とし

ては自社におけるリスクを考えなが

ら、適切に対応していかなければなり

ません。 

同様に派遣元としても、直接雇用

に切り替えがなされては、困る場合が

生じます。対応を検討しておく必要が

あります。 

◆10月１日までに届出が必要 

昨年10月１日に改正雇用対策法が施行さ 

れ、すべての事業主に「外国人雇用状況 

の届出」が義務化されました。 

具体的には、外国人労働者（特別永住者 

および在留資格が「外交」「公用」の者 

を除く）の雇入れまたは離職の際に、当 

該外国人労働者の氏名・在留資格・在留 

期間等について確認し、厚生労働大臣 

（実際にはハローワーク）へ届け出るこ 

とが必要となりました。これは、アルバ 

イトなど臨時に雇用する場合の届出につ 

いても同様です。 

上記の届出を怠ったり、虚偽の届出を 

行ったりした場合には、罰金（30万円以 

下）が科せられますが、改正法の施行前 

から継続雇用していた外国人労働者の届 

出については、今年の10月1日まで猶予 

されていました。そして、いよいよそ 

の期限が迫っています。 

もう届出はお済みでしょうか？ 

◆外国人労働者数は約34万人 

厚生労働省は、改正雇用対策法の施行

を受けて外国人の雇用状況を集計し、

先日その結果を公表しました。今年６

月末時点における外国人労働者数（特

別永住者を除く）は33万8,813人でし

た。 

なお、前回調査時（2006年６月）は約

22万人3,000人で、２年で約11万5,000

人増加した計算になりますが、前回調

査時までは企業の任意による報告に基

づいていたため、この数だけ増加した

とは一概にはいえません。 

もうお済みですか？ 「外国人雇用状況」の届出 
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人事コンサルタント養成講座に参加しました。 

遺族年金、傷害年金等の裁定請求でお困り

の方は当事務所にお問い合わせください。 
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また、人事制度だけ変えても会社は良くなら

ない、従業員の仕事プロセスを分析して仕事

のやり方を変えましょうというものです。 

仕事のやり方を変えて、業績改善をしようと

いうのですから、大変な作業となりますが、

会社のビジョンや経営戦略と一騎通関した

考え方は、合理的で目的にかなっています。 

今回の研修は制度の細部をを説明するより

も、人事コンサルタントの根本的な考え方、

取組み方を勉強するものでした。 

大変勉強になりました。 

 

8月6日、7日の2日間、大阪天満の研修セ

ンターで日本法令主催の人事コンサルタン

ト養成講座を受講しました。講師は西村聡

先生、以前にも先生の人事制度（目標管

理制度）の研修を受講したことがあります

が、理路整然と細部にわたり行き届いた制

度でした。 

先生の進める人事制度は仕事中心の役割

等級制度で、人事制度は会社のビジョンや

経営戦略から展開されたもので、会社の問

題解決や業績をＵＰするものでなくてはな

らないというものです。 

◆飲食業・小売業の店長などが対象 

昨今、大きな社会問題となっている「名

ばかり管理職」（職務権限や待遇が不十

分にもかかわらず管理監督者とみなされ

て残業代が支払われない労働者）につい

て、新たな動きがありました。 

厚生労働省は、チェーン展開している飲

食業・小売業の店長などが労働基準法上

の「管理監督者」に該当するかどうかの

具体的な判断基準を盛り込んだ通達を、

都道府県労働局長あてに出しました（平

成20年9月9日）。個別の業種・業態につ

いて詳細な基準を示したのは、異例のこ

とです。 

◆具体的な判断基準は？ 

この通達（「多店舗展開する小売業、飲

食業等の店舗における管理監督者の範囲

の適正化について」）では、「名ばかり

管理職」の判断基準として、以下のこと

などが挙げられています。 

（１）職務内容や権限について、「パー

トやアルバイトなどの採用権限が

ない」ことや「パートらに残業を

命じる権限がない」こと。 

（２）勤務時間について、「遅刻や早退

をした場合に減給などの制裁があ

る」ことや「長時間労働を余儀な

くされるなど、実際には労働時間

の裁量がほとんどない」こと。 

（３）賃金について、「時間あたりの賃

金がパートらを下回る」ことや

「役職手当などが不十分である」

こと。 

◆「名ばかり管理職」最近の事例 

紳士服大手「コナカ」の店長２人が

「名ばかり管理職」だったとして、未

払い残業代（計約1,280万円）を求め

て申し立てていた労働審判において、

横浜地裁は８月22日原告の主張を認め

ました。同社の店長が司法の場で「名

ばかり管理職」だと認定されたのは初

めてのことだそうです。 

また、昨年10月に死亡した日本マクド

ナルドの元店長の女性（当時41歳）の

遺族らが、死亡したのは長時間労働に

よる過労が原因だったとして、横浜南

労働基準監督署に労災申請を行いまし

た。遺族を支援している連合によれ

ば、元店長の１カ月の残業時間は多い

月で120時間にも及んでいたそうで

す。 

厚生労働省では、上記の通達を出

すにあたって「適切な監督指導を行

い、管理監督者の範囲の適正化を図り

たい」としており、今後の実務や裁判

等にも大きな影響を与えそうです。 

 

 

厚生労働省が示した「名ばかり管理職｣の基準 



社会保険労務士 岡 嶋 義 幸 

〒461-0045 名古屋市東区砂田橋3-2  

             103-405 

ＴＥＬ ０５２－７２１－３１０６ 

ＦＡＸ ０５２－７７０－２０５８ 

携帯 ０９０－８７３０－９７２６ 

Email: sr-okajima@river.ocn.ne.jp 
<業務内容> 

＊＊事業の発展と勤労者の福祉の増進のために＊＊ 

・人事労務管理に関するコンサルティング 

・労働基準法等に関する諸手続 

・就業規則、給与計算等の企画･作成 

・労働保険、社会保険に関する諸手続 

・各種給付金、助成金の申請 

・給与計算、賃金台帳の作成 

・各種年金の裁定請求、審査請求、再審査請求 

 

岡嶋社会保険労務士事務所 

年金受給の不服申し立て制度について 

■中小企業のための「人を育てる人事制  

 度」の導入のお手伝いをしています。 

 導入を検討中でしたらお問い合わせく  

 ださい。 

■個別労使紛争、紛争解決手続について  

 情報が必要な方は連絡ください。 

■就業規則の無料診断を受け付けて 

 います。お気軽にお申し付けくだい。 

■給与計算事務お引き受けいたします。 

このニュースについてのお問い合わせ、 

ご要望はＦＡＸにて連絡ください。 

ホームページが新しくなりました。 

http://sr-okajima.la.coocan.jp/ 

年金記録問題が表面化して、その対

応として始まった年金特別便は今年

の6月から10月にかけて予定されてい

るすべての現役加入者への送付の段

階にないっています。 

年金受給には今話題となっている、

年金記録の問題の外にも、いろいろ

な問題があります。 

年金を受給するためには裁定の請求

をしなくてはなりません。年金につ

いて知識の少ない一般の皆さんは、

厚生年金に長年加入してどの様な場

合にどの様な給付を受けることが出

来るか非常に分かりにくくなってい

ます。また、年金受給に該当しそう

な場合はまず、社会保険事務所の窓

口へ行ってその可否あるいは手続を

問い合わせることになりますが年金

受給には各々受給要件があり、その

要件を満たしているかいないか判断

が非常に難しい場合があります。社

会保険事務所の窓口では、その受給

要件に照らし合わせて、受給できる

か出来ないか返事をしてくれます

が、その場で説明しきれない事情や

状況もあり、窓口で受給できないと

アナウンスされても詳しく受給要件

を調べてみたら、受給できたという

事例も多々あります。 

厚生年金加入は国民の権利であり義

務です。その結果、年金を受給する

ことは国民の権利です。この権利は

法律で保障されていますので、権利

がある場合はしっかりと主張する必

要があります。 

年金受給に関して分からないこと

や、納得できないことがある場合は

社会保険労務士にご相談いただくこ

とが良いように思います。 

私も一昨年から昨年にかけて、遺族

年金受給の目的で審査請求、再審査

請求をしました。この場合は特殊な

事情があり何とか受給できないかと

取り組んでみましたが、残念ながら

本人への受給は出来ませんでした。 

今後も年金受給者の権利を守るお手

伝いを続けていきたいと思っていま

すので、お気軽にご相談ください。 
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